
国土交通省における
居住支援の関連施策について

令和7年11月
国土交通省 北陸地方整備局

建政部 都市・住宅整備課
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住宅セーフティネット制度
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住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律（住宅セーフティネット法）の一部を改正する法律
公布：平成29年4月26日 施行：平成29年10月25日

居住支援法人の指定数：1,029法人

居住支援協議会の設立：155協議会
（47都道府県117市区町村）

（R7年3月末時点）

登録戸数：943,143戸
うち専用住宅（要配慮者専用の住宅）：6,624戸
賃貸住宅共住促進計画の策定：47都道府県22市町
※うち21都道府県12市で面積基準を緩和

（R7年3月末時点）

補助制度がある自治体数
改修費補助：39
家賃低廉化補助：57
家賃債務保証料等補助：30

（R6年8月時点）

【
施
行
状
況
】



住宅セーフティネット制度の見直し
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大家と要配慮者の双方が安心して利用できる市場環境の整備
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【住宅セーフティネット法、高齢者住まい法、住宅金融支援機構法】



居住支援法人が入居サポートを行う賃貸住宅の供給促進
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【住宅セーフティネット法】



住宅施策と福祉施策が連携した 地域の居住支援体制強化
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【住宅セーフティネット法】

国土交通大臣 及び 厚生労働大臣が共同で基本方針を策定

市区町村による居住支援協議会設置の促進（国土交通省 ･ 厚生労働省が共同して推進）

国土交通省と厚生労働省の共管



市区町村居住支援協議会 設立マップ （Ｒ７年３月末時点）

7

北九州市（約92万人）
福岡市 （約159万人）
中間市 （約3.9万人）
大牟田市（約10万人）
うきは市（約2.7万人）
直鞍地区
直方市（約5.5万人）
若宮市（約2.6万人）
鞍手町（1.4万人）
小竹町（約0.7万人）

久留米市（約30万人）

広島市 （約117万人）
廿日市市（約11万人）
呉 市 （約20万人）

神戸市（約150万人）
宝塚市（約22万人）
姫路市（約52万人）

豊中市 （約40万人）
岸和田市（約18万人）
摂津市 （約8.6万人）
吹田市 （約38万人）
守口市 （約14万人）
堺 市 （約81万人）

とくのしま
徳之島町（約1万人） 天城町（約0.5万人） 伊仙町（約0.6万人）

奄美市 （約4万人）
瀬戸内町（約0.8万人）

長野県南佐久
小海町（約0.4万人）
川上村（約0.3万人）
南牧村（約0.3万人）
南相木村（約0.1万人）
北相木村（約0.1万人）

居住支援協議会 設立状況
166協議会（R7年9月末時点）
都道府県：47都道府県
市区町村：128市区町村
※共同設立の市町村はそれぞれをカウント
（市区町村協議会数は119協議会）

横手市 （約8.2万人）
大館市 （約6.6万人）

青文字は共同で協議会を設置※時点がことなるため、マップ（R7.3末時点）と設立状況（R7.9末時点）は、市区町村数が一致しない。



居住支援協議会設立の手引き

「令和７年度 改正住宅セーフティネット法等に関する全国説明会」アーカイブ資料

ご 紹 介
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令和６年の住宅セーフティネット法改正により、住宅確保要配慮者居住支援協議会（居住支援
協議会）の設置が地方公共団体の努力義務に
住宅と福祉の担当職員が「居住支援（地域の現場）」を「知る」ことが重要であり、固定観念
にとらわれない柔軟な視点で「なぜ今」居住支援が必要とされているのかを考えるキッカケと
して「居住支援協議会設立の手引き」のご活用を！

◎居住支援協議会の概要

◎居住支援協議会一覧（令和７年６月30日時点）

◎居住支援協議会設立の手引き～居住支援協議会はじめの一歩～【スライド形式】

◎居住支援協議会設立の手引き～居住支援協議会はじめの一歩～【冊子形式（印刷用）】

検 索

国土交通省 居住支援協議会

～～～～～～

国土交通省 住宅セーフティネット法 検 索


